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前近代農村の生活水準と税率
――土地分与・消費の選択を中心とした理論的考察――
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* 広島修道大学

1.　は　じ　め　に

1－1.　テーマの設定

　今日のいわゆる先進国の人々にとって，税率が下がって所得が増加した場合，生活の満足

度が増すのは当然である。消費の規模について，ミクロ経済学で用いる無差別曲線と予算制

約線の図（図 1）で考えると，所得が増加すれば予算制約線は原点から離れていき，財の組

み合わせを表現する無差別曲線のうちの，より効用が大きなものと接するようになるので，

消費者が享受する総効用は増加することになる。一般的なイメージとしては，より美味しく

健康に良い食べ物，より軽く温かい布団，より快適でストレスの少ない住居，より快適で安

全な自動車，より刺激に富んだ旅行といったものが所得増加の恩恵である。

図 1

財 A

 線曲別差無が線実

 線約制算予が線破

０      財 B 

　所得増加が生活の満足度を上げるということは，かなり広く常識とされている。それが見

てとれるのが，かつてさかんに論じられたモラル・エコノミー論である。モラル・エコノミー

論とは，伝統社会に生きる農民が，平均所得の増大を志向せず，最低限の生活の維持に非常

に強い熱意を見せ，最低限の生活の維持のためには政治的な行動を辞さなかったことに注目

し，そのような思考・行動様式にモラル・エコノミーという名を冠したものである。中心と
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なった論者の一人であるスコット自身，厳しい条件のもと生活する農民にとって「伝統的な

古典派経済学が教える利潤極大化の定式など望みうることではない」（スコット（1999），6）

としており，平均所得の増大を目指さないのは外的条件の故だったとしてはいるものの，ス

コットを含めて展開されたモラル・エコノミー論に共通して見られたのが，平均所得増大と

最低所得の確保の双方に意義があるにもかかわらず最低所得の確保にもっぱら熱意を見せた

として，そこに独特の思考・行動様式を見出す姿勢である。そもそも独特だと思わなければ

「モラル・エコノミー」という名をわざわざ冠する必要はない。

　モラル・エコノミー論は，生活の満足度を上げるはずの平均所得増大を目指さない独特の

心性ということを論じるので分かりやすいが，所得が増えればそれに応じて生活の水準が上

がったはずだ，という考え方は実際のところきわめて広く共有されていて，多くの時代，地

域を対象とした歴史研究の前提ともなっている。その考え方がよく表れるのが，高い税率の

ために農民の所得が抑えられていて，所得が多ければ享受できたはずの豊かな生活が送れな

かった，という言説である。この言説についてはのちに見るが，まずここで表明しておきた

いのが，所得増大が機械的に生活水準を上げると考えてしまってよいのか，という疑問であ

る。

　中世ヨーロッパの農民について考えてみる。中世ヨーロッパの農民は衣食住において最低

限度の消費をして生活しており，常に豊かな生活を夢見ていた。豊かさへの渇望はとりわけ

食において顕著で，農民の民間伝承において夢のような話として描かれたのは御馳走が腹一

杯食べられる世界であった。13世紀にヤコブス・デ・ウォラギネが著したとされる『黄金伝

説』で描かれる聖人の奇跡は，ほとんど食べ物に関するものであったし，12世紀から13世紀

にかけてフランスで作られた『狐物語』で物語の中心となったのは飢えとその解消であった

（ル・ゴフ（2007），362-365）。中世ヨーロッパの農民にとって夢の国とは，思う存分食べら

れる世界だったわけだが，では彼らとその夢の国はどれほど離れていたのだろうか。

　今日の世界では，アメリカを除けば，一人あたり GDPが少ない国ほど肥満率が高い（古

郡・松浦（2014），14-15）。アメリカに関しては，低所得者層に肥満が多いとする言説がし

ばしば見られるが，実際には CDCの報告が示すように，所得に関係なく全人口において肥

満率が増加している（碇（2018），86-87）。アメリカでは富める者も貧しい者も栄養をとり

すぎているのである。このように，今日の世界を見渡す限り，十分に，あるいは過剰に栄養

をとるということは，相当に低い生活水準において可能なことであり，それは豊かさを示す

ものではない。今日の世界の事情を安易に一般化することは慎まなければならないが，満腹

に必要な所得の増加が，もろもろの贅沢をするのに必要な所得増加に比べて小さいことは事

実である。中世ヨーロッパの農民の主観においては，現実の世界と，思う存分食べられる夢

の国との間には，大きな距離が横たわっていたに違いないが，客観的に，所得といった定量
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的に把握されるものを頼りにして考えた場合，意外と夢の国は彼らの近くにあったのではな

いだろうか。なんらかの事情で所得に余裕が生まれても，生活水準は意外に早く最高のレベ

ルに達してしまったのではないか。生活水準を大きく変える余地のない社会では，熱心に減

税を求めることはなかったのではないか。

　このような疑問を出発点として，本論考では，前近代農村において税率がどれほど生活水

準に影響したか，というテーマについて考える。議論の中心は所得の余剰分がどのような用

途に配分されたか，という点にあるので，「前近代農村の生活水準と余剰」といった題を掲げ

てもよいのであるが，税が生活を制約した中心的な要素であるとする言説に対する疑問提起

という意味を込めて「生活水準と税率」とした。本論考は，一次資料を詳しく分析するとい

う研究ではなく，歴史的な事象を解釈する方法について，事例にも触れるが，あくまでも理

論的に考えるものである。考察の対象とするのは， 1世帯に同世代の夫婦が 1組しか含まれ

ないような世帯構造が一般的である社会で，いわゆる直系家族が優勢であった近世日本，核

家族にときおり家長の親が同居する世帯構造が見られた中世イギリスの事例を参照すること

になる。 1世帯に同世代の夫婦が複数含まれる，いわゆる合同家族が一般的である社会につ

いては論じないので，本論考の主張は，仮にそれが正しいとしても，前近代の農村について

普遍的に妥当するわけではない。

1－2.　先行研究の傾向

　歴史研究において，税率と生活の関係についてどのようなことが論じられているか，見て

おきたい。まず西洋中世史研究について見ると，1955年に発表された論文「イギリスにおけ

る封建地代の展開―十一世紀より十五世紀にいたる―」でコスミンスキーは，「典型的半ヤー

ドランド農民は，もしも彼が自分の労働や生産物のかくも主要な部分を，その領主に引渡す

ことを強いられていなかったなら，十分にその生活の保証をえていたにちがいない」（コスミ

ンスキー（1960），151）としており，税の負担が軽ければゆとりのある生活が送れていただ

ろうとしている。このような見解は西洋中世史研究において広く共有されており，「農民大衆

は，労働によって生み出したものを，領主からは《地代》の形で，教会からは《十分の一税》

と《寄進》の形で搾取され，ギリギリの生活を余儀なくされた」と中世史の泰斗ル・ゴフも

述べている（ル・ゴフ（2007），356）。

　重税が生活水準を押し下げていたという見解が共有されている西洋中世史研究とは対照的

に，きわめて興味深い進展を見せているのが日本近世史研究である。近世日本の領主・領民

関係に関して，領主の側からの一方的な抑圧，徹底的な搾取に対して，百姓が社会構造の変

革を目的とする一種の革命として百姓一揆を起こした，という歴史理解が1960年代にさかん

であったのに対し，1970年代から「仁政」に着目する動きが起き，公的な「御百姓」として
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の自覚を持った百姓が，百姓の健全な存続を求めて領主に調整を迫ったものとして百姓一揆

を理解することが一般的になった。領主と百姓の間に一方的でない，合意を重要な要素とす

る関係を見るのが最近の日本近世史研究であるが1），一方的な搾取ではなかったとしても，

社会を成り立たせるために農民は重税を受け入れていたのだろうか。

　一般向けの概説書には「本途物成（本年貢）の年貢率は収穫の 4～ 5割で，他に小物成・

高掛物などの雑税や助郷役などの労役が課され，農民の生活はきわめて苦しかった」という

ような記述が見られるが（日本史教育研究会（2017），110），専門的な研究の世界では，上

述した領主・領民関係のとらえ直しと並行して，税に関する新たな研究が進み，従来考えら

れていたより税が軽かったということが明らかにされてきている。トマス・C・スミスによ

る問題提起以降，様々な例について分析が行われ，実質的な税の軽さが示されたわけだが（木

下（2017），36-39），税負担が軽くて生活水準が高かったというのなら，重税が困窮の原因

であるという慣習的な見解を反対側から補強するにすぎない。本論考のテーマに関して，日

本近世史研究がきわめて示唆的であるのは，税が軽かったにもかかわらず存在した困窮に着

目し，その原因の分析にまで研究が進んでいるがゆえである。「我々は，実質税率が一〇～

二〇％台だったのに，なにゆえ潰れ百姓は生まれ，村は困窮を主張するようになるのか，と

いう新たな次元で近世の村社会に向き合わなければならないのである」（木下（2017），39）

という木下光生の指摘は重要である。税が軽くても困窮が自覚されるのならば，その背後に

はどのような事情が存在したのだろうか。

2.　最低所得・余剰の定義

2－1.　前近代農村における最低所得と余剰

　本論考では，最低所得を上回る所得である余剰（surplus）を主な対象として扱う。余剰が

どのような用途に使われた時，どれほど生活水準を押し上げるのか，ということについて論

じ，余剰を農民の手元に残す税率というものの，生活に対する影響を推し量ることになるの

だが，ここでまず最低所得と余剰について定義を行っておきたい。人口学では，最低生存所

得（subsistence income）ということが言われる。マルサスの議論を現代の低開発地域にあ

てはめて論じたライベンシュタインは，家族の生活をぎりぎり支えられる所得水準というこ

とについて論じたが，この水準が最低生存所得である（マルサス学会（2016），227）。モラ

ル・エコノミー論のスコットも，「生存危機レベル」の所得として「それ以下では生存・安

全・身分・家族の社会的結合などで，質的劣化が厳しくかつ苦痛になるような境界」を下回

1） ここで述べた日本近世史研究の転換については以下の文献を参照した。若尾政希（2018），2-11。
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る所得を考えている（スコット（1999），21）。最低所得水準としては，議論の目的に合わせ

て様々なレベルを考えることができるが（例えば人権，生存権といった文脈では家族成員が

どれだけ多かろうとも全員が生存できる所得が最低とされるだろう），本論考では前近代農村

の農民を扱うので，農民が農民として従来通りの生活を続けられる最低限の所得を最低所得

とし，それを上回る分を余剰として考えることにする。

　少し詳しく説明すると，農民は一般的に，従来通りの生活か，現状を変革するような，領

主に対する抗議，村からの逃亡，といった行為を選ぶことができた。現状の変革には家族を

危険にさらすような大きなコストがかかったので，所得が一定以上あれば選択されなかった

が，所得が一定水準を下回ると，従来通りの生活に際して現状変革を上回るコストが発生し

てしまうので，現状変革を選択した。農民が現状変革に踏み切る所得水準が本論考でいうと

ころの最低所得である。具体的に，どれくらいの所得が最低所得として考えられるかという

と，労働力として，さらに老いて引退した家長の面倒を見る老後の保険として必要な数の子

供を大きくなるまで育てられる程度の所得である2）。この水準に所得が届かず，必要な数の

子供を育てられないと，家長夫婦が老いていくに従い労働力が足りなくなって飢えに苦しむ，

税の未納で罰せられる，老後には誰も面倒を見てくれない，といった悲惨な事態が想定され

てくるので，現状変革が検討されるようになる。

　必要な子の数は，時代と地域によってある程度決まってくるが，それ以上の数の子がいた

場合，全員を育てられる所得を最低所得と見なさなくてよいのだろうか。家長にとって全員

を養えることは理想ではあっただろうが，子を全員養えないからといって領主に抗議したり，

村から逃げて家族全員を危険にさらしたりすることはなかっただろう。例えば子が 8人いて，

栄養不足で数人を失うことがあっても，家長は農村で従来通り暮らしただろう。それは領主

の側でも分かっていて，必要な数の子を養えなくなるような負荷を課して農村を崩壊させる

ようなことはなかっただろうが，必要な数以上の子を養えるような配慮はしなかっただろう。

農民の主観において，必要な数の子を養えるかどうかが重要な分かれ目で，客観的にもそれ

は重要なラインだった。

2－2.　前近代都市における最低所得

　以上に定義したのが農村における最低所得・余剰だが，都市労働者についても少し触れて

おきたい。都市労働者が都市労働者として従来通りの生活を送るのに必要な最低所得は，農

2） 必要な子の数は時代，地域によって異なるだろう。かつての土佐藩領では男子二人，女子一人だけ
産み育て，それ以上は間引いたとされる（大藤（1996），113）。「足らず余らず子三人」という言
葉もあるが，前近代の出生間隔，死亡率といったことを考えると，より多くの子を産み育てる努力
がなされただろう。近世美濃国西条村，信濃国湯舟沢村では家を維持するために夫婦一組あたり四
人強の子を産むことが必要だった（鬼頭（2000），147-153）。
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民の最低所得よりも少なかった。それは，自らの家で生産活動を行わない都市労働者にとっ

て，子供の労働力は必須ではなかったからである。老後の保険として子供を持つ意義はあっ

たが，労働者が働けるうちは子供を必要としなかったので，子供を養うことができない所得

しか得られなくても，都市を去る，といった現状変革は選択されなかった。近世日本の都市

では捨て子が大量に発生したが（大藤（1996），141），労働者は養えない子がいた場合，そ

の子を手放して都市にとどまったのである。政府（領主や参事会），経営者の側も，労働者が

何を必要としているかを承知した上で，労働者を扱っただろう。近世ヨーロッパの都市では，

16世紀から親方（経営者）でない手工業者の結婚が禁じられるようになったが（佐久間

（2007），193），そこには，労働者の子の出現を未然に防ぎ，余計なコストを抑えようとする

努力を見ることができる。新たな納税者，労働力は農村からの流入で補えたので，政府や経

営者としても都市で子供を育てさせる必要はなかった。労働者，経営者，政府いずれも子を

養う必要性を感じておらず，子を養えない所得が当然とみなされていれば，都市における出

生率は低くなるはずなので，いわゆる都市蟻地獄説，都市墓場説が指摘する出生率に対する

死亡率の優位は，よく言われる劣悪な衛生環境といったことに加え，最低所得水準の低さか

らも説明できるだろう3）。

3.　余剰の配分：土地分与と消費

3－1.　前近代と近代の余剰

　最低所得・余剰の定義をふまえ，ここから余剰のもたらすものについて考えていくが，そ

もそも前近代の農村で，余剰は何に使われたのだろうか。マルサスは近代的な労働者を念頭

に置いて，賃金上昇によって発生する余剰は「大家族の維持におもについやされる」ことで

「人口の急激な増大」をもたらすか，「生活様式や便宜品および娯楽品享受の決定的な改良」

をもたらすとした（マルサス（1968），20）。これに対し，前近代の農村の場合，事情は複雑

である。

　まず，前近代農村の場合，大家族が必ずしも人口増加を招かないということがある。近代

的な労働者が余剰を家族のための，奢侈品ではない食料・衣料・燃料等にあてた場合，子供

の死亡率が下がる。あるいは余剰のおかげで家族を養う見込みがたちやすくなり，結婚の年

齢が下がった場合，子供がたくさん産まれる。いずれにせよ余剰により子が増えた場合，増

えた子供たちがそれぞれ家庭を持つことで世帯数が増え，個々の世帯でたくさん子が育つ，

3） 都市蟻地獄説，都市墓場説に関しては，大都市では妥当する傾向があるものの，中小都市でもあて
はまるかどうかは議論されているところである。他の角度からも再検討が進んでいることについて
は以下の文献を参照。速水（2003），11。
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という形で人口が増える。ところが，前近代農村の場合，限られた農地を村内世帯で分有す

るので，世帯数が制限されて個々の世帯の困窮を防ぐことがよくある。仮に世帯数がまった

く増えない場合，世帯あたりの子供がどれだけ多くても人口は増えない。例えばある村の100

世帯が800人の子を持ったとしても，その子らが村内で100世帯を形成し，800人子が産まれ，

その子らが世帯を100形成し，というサイクルが繰り返された場合，人口は増えない。世帯

数に制限のない近代的な労働者のケースとはこの点が大きく異なる。それゆえ前近代の農村

で，余剰が多くの人口を養う方向に使われるケースを考える際には，世帯数に注目する必要

がある。前近代農村の世帯規模（世帯の成員数）に意味がないわけではないが，近世日本の

例からも推測されるように，出生間隔等の条件に制約され，家を養うために必要な数を大幅

に上回る数の子を持つことは難しかったと思われるので（鬼頭（2000），150-152），本論考

では世帯数に注目して余剰と人口の関係について論じたい。

　次に，マルサスは近代的な労働者が生活の質の向上を余剰によって達成できるとしたが，

前近代農村の場合，余剰を消費にあててもそのような生活の質の向上を常に達成できたわけ

ではない。マルサスが想定した近代的な労働者は，十分に発達した市場経済のもと暮らして

おり，様々なものを購入することができた。彼らが選べる財の種類は多く，さらに同種の財

でも価格によって品質が異なっていたので，いくら所得があっても消費によって得られる満

足度が頭打ちになるということはなかった。しかしながら前近代の農村の場合，市場経済の

浸透の度合い，市場から得ることができる財の種類は時代によって大きく異なった。本論考

で具体例を見る中世イギリスの場合，盛期中世（11世紀から13世紀中頃）まで市場経済の浸

透は限定的で（グリフィス（2009），98-99），近世日本の場合，農村が市場経済に本格的に

包摂されたのは近世中期以降であると考えられる（大藤（1996），66）。市場経済の浸透の度

合いが低ければ，当然余剰を用いる際の選択肢は限られてくるので，余剰の用いられ方を考

える際には市場経済の浸透の度合いが低いケースと高いケースを分けて考える必要がある。

3－2.　余剰の用いられ方：市場から得られる財の種類が少ないケース

①余剰の使用によって得られる効用

　以上に述べた点に留意しつつ，余剰がどのような用途に配分されるか，ということについ

て考えてみたい。まず市場経済の浸透の度合いが低いケースである。この場合にも，余剰は

追加的な消費に用いられるが，食料，衣服，農具といったものをある程度入手してしまうと，

消費から得られる効用は急激に減じていく。これは市場から得られる財の種類が少ないため

であるが，前近代の身分制社会にあって農民の奢侈が抑制されていたということも影響する

ように思われる。いくら余剰があっても農民が過度に贅沢な衣服をまとえば不穏な空気が漂っ

ただろう。相当発達した市場経済が，農民にふさわしいぜいたく品を各種供給していなけれ
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ば，農民は消費から大きな効用を得ることはできなかった。

　消費による効用がすぐに頭打ちになる状況において，農民は他の方向に余剰を用いて効用

を得ることができた。それが本来の相続人でない男子への土地分与，日本でいえば分家であ

る。直系家族や核家族が世帯の中心となるような農村では，相続人でない男子は家を出るこ

とが一般的だった。都市に奉公に行けば前述したように家族，子を持てないことが多かった。

近世日本では相続人でない男子が生家に残ることもあったが，その場合一生独身か，結婚す

るにしても晩婚だった（鬼頭（2007），84）。このような男子に土地を与え，生まれた村で家

族に囲まれて暮らすことができるようにとりはからってやることには，大きな満足感，効用

があった。このように，親としての務めを果たし，子を幸せにしてやる，ということに加え，

土地分与には他の意義もあった。土地を分与されて新たに成立した家が，本来の相続人の家

の支配下にとどまる場合，本来の相続人の家は村内における政治的な力を増加させた。また，

本来の相続人の家に，土地を分与された家が小作料等を納入するように設定できた場合，本

来の相続人の家には経済的なメリットが生じたと思われる。これら政治的，経済的な動機か

らの土地分与は，土地を分与された，本来相続人でないものの家が独立してしまう傾向が強

い中世イギリスではあまり問題とならないが，いわゆる「小農自立」が起きる前の，17世紀

頃の日本の農村においては重要だったと思われるので，その性質について少し考えておきた

い。近世初期日本の上層農民は，中世に広い範囲に支配力をふるっていた土豪的農民とは違

い，村切りによって確定された村の内に勢力をとどめられていたので，「村内部で自家の勢力

を拡張して村政上の主導権を握る」（大藤（1996），56）ことを目指した。そして，これら上

層農民が勢力拡大の手段としたのが分家である。村内に，本家の支配下にある同族を増やす

ことが勢力拡大の基本であったことはいうまでもない。本家は，「小農自立」以前においては

分家の生活を保障する必要があり（大藤（1996），58），またしばしば村請制のもと，未進年

貢の弁済を庄屋・名主として実質的に担わされていたので（沢井・谷本（2016），25），速水

融が想定したように分家から小作料を取れれば（速水（2012），166-167），家格に見合った

経済力も保持できただろう。このように上層農民が，その余剰を用いて勢力を拡大した，と

いうのが17世紀日本の分家の一般的なパターンであるように思われる。人口に比して土地に

余裕があり，小作料等が適切に設定できれば，分家という行為に費やした余剰以上の収益を

本家が分家から得ることも可能だったので，主に経済的な動機から分家がなされることもあっ

ただろう。とりわけ，人口に成長の余地があった近世初頭においては，世帯数の増加に伴っ

て村の総生産が伸びたと思われ，そこに速水融の唱えた経営分割による生産性向上という要

素（速水（2012），166-167）が加わるような場合には，分家による経済的利益がかなり見込

まれるので，積極的に分家がなされたであろう。

　以上に，市場から様々な財を得られない場合，どのような用途に余剰が用いられるか，効
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用という観点から考察した。考察の結果を視覚的にとらえるために作成した図（図 2）は，

縦軸に消費，横軸に土地分与をとり，予算制約線と無差別曲線を描いたものである。消費は

一定規模を超えると急激に効用が減じていくので，無差別曲線は原点から遠ざかるにしたが

い立ち上がっていく。それゆえ所得が増加していっても消費はあまり増えず，土地分与の回

数が増加することになる。土地分与の優位が確認されたわけであるが，土地分与が具体的に

どのように行われ，何が生じたのか，次に検討してみたい。

消費 

 線曲別差無が線実

 線約制算予が線破

０      土地分与 

図 2

②土地分与の形式

　本論考では，慣習的に決まっている相続人以外に，追加的に行われる土地譲渡について土

地分与と呼んでいるが，土地分与は様々な形で行われる。家長が生きている間に分与する場

合もあれば，死後の相続において分与がなされることもある。日本では生前分与の一つのや

り方として，隠居する家長が子を連れて分家する「隠居分家」も行われていた。ただ，この

ような生前，死後の違いは興味深いものの，家長が決めた分家が起きるという点では同じで

あり（遺言を残さず家長が突然死去した場合は除く），社会的・経済的帰結という点でより重

要なのは，分与する土地の由来と，分与する土地が新たに獲得されたものであった場合の他

家の存続である。これらの要素に注目して本論考では土地分与を 3つのタイプに分類するこ

とにしたい。以下にそれぞれのタイプについて説明する。

タイプ a：伝来の土地を分与

　これは家に伝わる土地を分与するタイプである。中世イギリスではこのタイプの土地分与

は稀だったが，近世日本ではしばしば行われた。このタイプの土地分与で誰の余剰が用いら

れたかというと，家長が得た余剰が用いられたわけではなく，本来の相続人が将来得るであ

ろう余剰が削られる形で土地分与が行われた。家長が家長としての権限をふるい，長男等の

将来的な所得を減少させ，次男等に世帯形成を行わせたのである（ただし前述したような経

済的動機から行われる土地分与の場合，結果として長男等の所得が増加することもある）。こ

の土地分与の場合，村における世帯数は増加し，土地分与が 1回行われれば世帯数は 1つ増

えた。
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タイプ b：獲得した土地を分与，他家に絶家なし

　これは家長が獲得した土地を分与し，なおかつ土地の獲得に伴って他家の絶家が起こらな

いタイプの土地分与である。この場合，家長の余剰が土地の獲得に用いられたので，家長の

余剰を用いた土地分与とみなすことができるが，上記タイプ aの要素も併せ持つ場合，すな

わち伝来の土地も削った場合，本来の相続人の余剰も用いられた。獲得した土地を分与し，

他家に絶家が起こらなかった場合，土地分与の回数だけ村の世帯数は増加した。

タイプ c：獲得した土地を分与，他家に絶家あり

　これは獲得した土地を分与し，なおかつその獲得に伴って他家が絶家するというものであ

る。余剰の用いられ方はタイプ bと同様であるが，村の世帯数に対する影響という点でタイ

プ bとは大きく異なる。この土地分与によって世帯数が 1つ増え，土地を譲り渡した世帯が

1つ絶家した場合，村の世帯数は変わらない。

　土地分与は以上に挙げた 3つのタイプのどれかにあてはまる。近世日本では 3つともありえ

たが，中世イギリスでは，例外もあったものの，獲得した土地を分与することが多かった。市

場経済の浸透の度合いが低い農村では，これらの土地分与が余剰を用いる際の有力な選択肢だっ

たと思われるが，そもそも土地分与が制度的にどれほど可能だったのか，次に検討してみたい。

③相続慣行と土地分与

　土地分与は，相続慣行によって大きく制約されるように思われる。一子に土地を相続させ

る単独相続が規範であった場合，土地分与は起きず，分割相続が規範であった場合，制度的

に土地が分割され相続されるように思われるわけだが，実際のあり方について考えてみたい。

　まず単独相続について考えてみる。日本の近世前期においては比較的分割相続が多かった

が，17世紀後期以降領主が分地を制限するのと並行して農民の側も「家」意識を強め，単独

相続が一般化していった（大藤（1996），64）。中世イギリスでも地域によって単独相続が規

範であった。では単独相続が規範であるような農村では土地分与は起きなかったのだろうか。

まず言えることは，土地分与が全く起きなければ農村は消滅する，ということである。単独

相続が厳密に行われた場合，世帯数は増えない。それに対し，後継に失敗したり，貧しさの

ゆえに生活が続けられなくなった世帯が，一定の確率で村から消えていくので，世帯数は結

果的にゼロになってしまう。それゆえ現実に存続した農村では，絶家を補うような新世帯の

創設が，土地分与を手段として行われていた。ここで重要なのは農村に存在する貧富の差で

ある。上層に属する農民は，農村全体で見てあまり余剰がないような状況においても一定の

余剰を確保しており，その余剰を用いて行う土地分与が農村における世帯数のバランスを保っ

ていた。速水融が近世日本に見出した分家・絶家バランス（表 1に近世後期，美濃国安八郡

西条村の分家率，絶家率を示す）は，前近代農村のホメオスタティックな側面を理解する上

で鍵となる重要な知見である（速水（2012），233-237）。
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表 1　近世後期美濃国安八郡西条村の分家率と絶家率（％）

階層 分家率 絶家率
地主（持高10石以上） 29.4 0

自作（持高 5～10石） 16.1 6.5

自己作（持高 2～ 5石） 12.9 12.9

小作（持高 2石以下） 15.8 35.0

計 17.2 25.0

速水（2012），236頁をもとに作成

　このように単独相続が規範である農村でも土地分与は常に行われていたが，村全体であま

り余剰がないような状況では，上層の家の一部がタイプ cの土地分与を行っていたように思

われる。村を離れざるを得ない貧農が安く手放した土地を獲得する，あるいはその貧農に貸

していた物・金の対価として土地を得て土地分与を行ったのであろう。気候，税率の変化等

によって村全体に余剰が生まれてきたような場合には，伝来の土地を削っても本来の相続人

の生活に支障をきたさない，あるいは貧農が絶家せずに土地を手放して負債を解消すること

ができるといった状況が生じ，上中層の多くの家によってタイプ aやタイプ bの土地分与が

行われたであろう。中世イギリスの単独相続地域でも，状況に応じて土地が分与されていた

（竹安（2019），6）。ここで重要なのは，単独相続が規範である農村でも必ず土地分与が行わ

れていたこと，そして余剰の具合が，土地分与の頻度を変化させたことである。

　では次に，分割相続が規範である場合について考えてみたい。中世イギリスでは分割相続

が規範である地域が存在したが，土地が細分化されて家の存続に影響が生じるようなレベル

になると，単独相続へと移行した（竹安（2019），6）。ただし，単独相続に移行したといっ

ても一定の確率で絶家が生じるわけであるから，上層の家による土地分与は起きたはずであ

る。さらにいえば，分割相続が一般的であった状況でも，下層の家は乏しい土地を分割して

複数の子に与えることはしなかったはずである4）。総合的に考えると，余剰がある段階では

分割相続が多く行われ，余剰がなくなると上層の一部の家を除いて土地を分与しなくなる，

という像が得られるが，これは実際のところ単独相続が規範であった地域とあまり変わらず，

余剰に応じて土地分与の頻度が変化しているだけである。

　中世イギリスの相続慣行について少し詳しく触れておくと，かつてホーマンズが示した，平

野地域では単独相続が，森林地域では分割相続が支配的であったという像は，その後の研究に

よってかなり相対化されている。それぞれの地域について単独相続，分割相続が習わしであっ

たと指摘することはできるが，実際の相続のあり方は「複雑かつ流動的」であり，単独・分割

4） 高い子供の死亡率が，際限なく土地が分割されていくことを防いだ，ということも指摘されてい
る。富沢（1996），172-173。
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の区別は「実質的にはきわめてあいまいになっていた」のである（竹安（2019），6）。以上に相

続慣行と土地分与の関係について見てきたが，どのような相続慣行であろうと，市場から得ら

れる財の種類が少なければ，余剰が土地分与を促す，と理解してしまってもそれほど問題はな

い。それゆえ本論考では相続慣行にそれほどこだわらず，今後の議論を進めていくことにする。

3－3.　余剰の用いられ方：市場から得られる財の種類が多いケース

　市場から得られる財の種類が多い場合，どのようなことが起きるだろうか。まず，市場か

ら得られる財をどれほど消費しても，効用が減じない，ということがある。これは図 3で示

すように，無差別曲線が原点から遠ざかっても立ち上がっていかないということである。市

場から得られる財の種類が少ない場合（図 2）とは，まずそこが異なる。

消費     

 線曲別差無が線実

 線約制算予が線破

０       土地分与 

図 3

　そして次に，様々な財の利用可能性は，家格が細かく，分かりやすい形で示されるという

状況を招いた。何を食べ，着ているのか，何を客にふるまうのか，といったことに細かい差

異が読み取られ，批評される社会になると，家の将来のために望ましい配偶者を得るため，

村内での政治的地位を保つために一定以上の消費をしなければならない，という圧が生じた。

このような，他者からの評価を保つための顕示的消費は，純粋に財の消費から得られる感覚

的な効用に，追加的な効用をもたらした。顕示的消費の必要性は，図 3の無差別曲線を水平

に近い形に変形させ，土地分与の頻度を減少させることになる。

　さらに，顕示的消費の圧は，子供の養育にかかる費用を増大させた。社会的に適切なレベ

ルの養育コストが上昇していき，そのことにより子供の数が抑えられるようになった5）。子

供の数が減少すれば土地分与の機会は減少することになる。

　以上に述べたように，市場から様々な財が得られる場合，消費の効用は維持され，顕示的

消費の必要性が消費の効用を高め，少子化が土地分与の機会を減少させる。このような状況

下では，土地分与に用いられる余剰は少なく，余剰は主に消費に使われることになる。

5） 1791年に水戸で出版された『育児篇』では，間引きが行われていることの理由として「①子育てに
おける奢侈，②子育ての労を惜しむこと，③身代の不利益」があげられている。太田（1991），176。
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　これまで，市場のあり方によって余剰の用いられ方にどのような傾向が生じるか検討して

きた。その結果，市場が様々な財を提供しない場合，余剰は主に世帯数の増加に用いられ，

市場が多種多様な財を農民に提供する場合，余剰は主に消費に用いられることが分かった。

4.　世帯数・余剰・税のモデル

4－1.　世帯数と余剰の関係

　余剰の配分について検討したが，余剰が世帯数の増加に用いられる場合，世帯数はどのよ

うに増加するのだろうか，また世帯数の変化は余剰の規模にどのような影響を及ぼすのだろ

うか。こういった点について理解しておく必要があるので，ここで世帯数・余剰・税の関係

を説明する簡潔なモデルを示しておきたい。なおモデルの構築にあたって参考にしたのは，

ライベンシュタインのような経済学的モデルではなく，生態学のモデルである。両者の内容

に大きな違いはないが，余剰の規模を分かりやすく示すには生態学のモデルが適しているの

で，生態学のモデルを採用した6）。

　まず，世帯数Hの増加率を Rとする。Rは一定期間の後，世帯数が初期の世帯数の何倍分

増加したかを示すもので，100世帯が200世帯になれば 1，100世帯が150世帯になれば0.5，

100世帯が50世帯になれば－0.5，変化がなければ 0である。Rに上限はないが，下限は－ 1

である（R＝－1は農村の消失を意味する）。生態学では，一定規模の環境における生物の増

加率 Rを論じる場合，一定期間の出生数，死亡数，初期個体数を用いて

R＝出生数－死亡数初期個体数

　とする。本論考では世帯数を問題とするので Rは

R＝出現世帯数－消失世帯数初期世帯数

　となる。ではこの Rはどのように決まるのだろうか。常識的に考えて，世帯の出現・消失

に決定的な影響を与えるのは平均所得である。平均所得が最低所得と一致している場合，農

村の多くの世帯は土地分与・絶家のいずれにも関わらず，上層の世帯の一部がタイプ cの土

地分与を行い，下層の家の一部が絶家する。このような状況では世帯数は大きく変化しない

ので，本論考では便宜的にこのような状況における Rを 0と考える。平均所得が最低所得を

6） 生態学のモデルに関しては西村（2012）を参考にした。
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下回れば，絶家に比して土地分与の数が減り R＜ 0となる。平均的に余剰がありなおかつ余

剰が土地分与に用いられれば，タイプ cに加えてタイプ a，タイプ bの土地分与が広く見ら

れるようになり，R＞0となる。余剰が土地分与に用いられた場合の Rは

R
S

B
H

H

=  （1）

と考えることができる。SHは平均的な 1世帯あたりの余剰，BHは 1世帯あたりの最低所得

である。BHは定数であり，SHの単位をBHとする。すなわち SHは米何キロ，麦何キロといっ

たことではなく，BHの何倍であるかで表現される。本論考では今後，所得や生産量を扱う場

合 BHを単位として用いることにする。SHがゼロの場合，上述したように Rはゼロであり，

世帯数の出現・消失は均衡する。SHが 1の場合，Rは 1となる。これは出現・消失バランス

に対して世帯あたり 1世帯を追加的に生み出すということであるが， 1世帯が余計に 1世帯

分の最低所得を得ているのであるから，自然な想定である。SHが0.2の場合， 1世帯あたり

0.2世帯を生み出すので，100世帯の農村であれば120世帯となる。SHの単位を BHとした，

すなわち式（1）の BHを 1としたので

R SH=  （2）

となる。余剰が世帯数を増やすことに費やされた場合の世帯の増加率は， 1世帯あたりの余

剰によって表現される。

　では次に SHがどのように決定されるか考えてみたい。 1世帯あたりの余剰 SHは，自然に

考えて農村の総世帯数に左右されるので，Hの関数である。一般的には，農村における世帯

数が増加していけば土地が足りなくなる，生産性の低い土地しか獲得できなくなる，といっ

た事情から世帯当たりの余剰は減少するはずである。ただ，一定規模に世帯数が達するまで

はむしろ収穫が逓増するという考えもある。例えば，ボズラップは人口増によって需要が高

まると，技術革新が起きて生産性が向上するという説を唱えた7）。またチポッラは，中世ヨー

ロッパに関して収穫逓増を示唆している。中世初期の農民世帯が少ない時期には，武装した

集団による略奪を避けるために人目につかない耕作しにくい土地で農作物を育てたが，世帯

数が増えて農村の防衛力が高まると耕作しやすい土地で作物を育てるようになり生産性が向

上した，という説である（Cipolla （1994），182）。ボズラップの説に関しては，前近代の農

業にも技術革新は起きたが，それほど頻度が高かったわけではないので，本論考では採用し

ない。また，チポッラの説についても，政治秩序が確立した状態の農村を基本的に想定して

いるので，採用しないことにする。本論考では世帯数の増加にともない 1世帯あたりの余剰

7） ボズラップの学説およびその評価については以下の文献を参照のこと。速水（2012），31-32。
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が単純に減じていくと想定することにして世帯数 Hの関数 SHを以下のようにとらえる。

S a bHH � � 　(a > 0, b > 0) （3）

　式（2），式（3）によって 1世帯あたりの余剰が，余剰が土地分与に用いられた場合の世

帯増加率を決めること，世帯数が増加すると 1世帯あたりの余剰が減少することが示された

わけだが，これらの式を用いると農村全体の余剰規模と世帯数の動態を把握することができる。

4－2.　農村全体の余剰と世帯数の動き

　農村全体の余剰を SVとすると，SVは 1世帯当たりの余剰 SHに世帯数 Hを乗じて得られ

るので SV＝SHHであり，式（3）より

S a bH H

a
bH
a

H

V = ( )−

−= 





1

 
（4）

　となる。ここで世帯あたりの余剰 SHが 0となる世帯規模を K（余剰を土地分与に用いた

場合の世帯数増加の限界，生態学でいう環境収容力）として考えると式（3）より

0 � �a bK

　であり，すなわち

b
a

K
=

　である。この bを式（4）に代入すると

S a
H

K
HV � ��

�
�

�
�
�1  （5）

　となる。縦軸に SV，横軸に Hをとって式（5）のグラフを描くと図 4のようになる。

図 4

SV  

０        H
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　このグラフからは，特定の世帯規模において農村全体の余剰がどれほどの量であるかを読

み取ることができる。世帯数が少ない場合，世帯当たりの余剰は多いが世帯数が少ないので

農村全体の余剰は少ない。世帯数が中程度だと世帯当たりの余剰はそこそこでも世帯数が多

いので農村全体の余剰は多い。世帯数が多いと世帯当たりの余剰が少ないので世帯数が多く

ても農村全体の余剰は少ない。農村全体の余剰すべてを農民が処分できる場合，消費に用い

るならば農村全体で BHの SV倍の消費をすることができ，土地分与に用いるならば SV個の

世帯を新たに設けることができる（世帯増加数は RHで求められるが，R＝SHかつ SV＝SHH

なので RH＝SHH＝SV）。

　式（5）の余剰がすべて土地分与に用いられる場合，世帯数がどのように変化するか考え

てみる。ある時点の世帯数Htが一定期間の後Ht＋ 1としてどのような値をとるかは，Htに SV

（Ht）を加えて得られるので式（5）より

H H a
H

K
Ht t

t
t� � � ��

�
�

�
�
�1 1  （6）

となる。これはいわゆるロジスティック方程式である。式（6）に基づいて計算を行い，時

間を追ってどのように世帯数が増加するか，縦軸に世帯数 H，横軸に時間をとったグラフに

プロットしていくと図 5のようになる。

H 

  

          時間 

Ｋ 

０ 

図 5

　この曲線はロジスティック曲線と呼ばれ限界（環境収容力）Kに達するまでの世帯の増加

の様子を示している。このような動態が基本となるが，本論考の対象となる農村は税を負担

し，消費も選択しうるものなので，もう少し複雑なモデルが必要である。

4－3.　現実的なモデル

　ここでは税があるモデルを示し，余剰が土地分与に用いられる場合と，消費に用いられる

場合の世帯数・余剰の変化について考えてみたい。税は作物の出来にかかわらず一定の税額

を定めるもの（日本の定免），作物の出来を見て税額を定めるもの（検見），余剰を全て徴収
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するもの8），総生産の一定の割合を徴収するもの等，様々なバリエーションがあり，それぞ

れに社会経済史的な意味があるが，本論考では便宜上，総生産の何パーセントが税として徴

収されるか，という形で論じることにする。総生産に対する税率という形で論じるので，総

生産 Pという要素を導入する必要があるが，Pは容易に示すことができる。まず世帯規模に

応じた農村全体の最低所得を BVとすると BV＝BHHであるが，前述したように BHを 1とす

るので BV＝Hである。そしてこの農村全体の最低所得 BVを農村全体の余剰 SVに加えたもの

が総生産すなわち Pである。BV＝H，および式（5）より

P B S

a
H

K
HH

V V� �

� � ��
�
�

�
�
�1

 
（7）

である。Pと SVのありようを描いた図 6に，農村全体の余剰の上に農村全体の最低所得が重

なって総生産となっている様を見ることができる。

  P, SV,T 

破線（    ）が P 

実線（   ）が SV 

点線（   ）が T 

０        H
図 6

Pに税率（0 ≤税率≤1）をかければ税額 T（単位は BH）が得られる。図 6中の点線が示して

いるのが Tである。図 6中の斜線部は，農民の手元に残る余剰を意味していて，ある世帯規

模においてどれだけ垂直方向に SVが Tの上方に離れているかが農民の手元に残る余剰の規

模を示している。

　余剰が主に土地分与に用いられる場合，SV－T＞ 0である限り世帯数は増加するが，SVと

Tの交点で農民の手元に余剰はなくなり世帯数の出現・消失は均衡する。この交点より右に

世帯数がある時は，税の徴収が最低所得に食い込んでくるので世帯の減少傾向が強まり，世

帯数は交点に至るまで減少する。

　これに対して余剰が主に消費に用いられる場合，世帯数の動き方が異なってくる。SVと T

の交点より世帯数が多い場合，交点まで世帯数が減少するのは同じだが，交点より世帯数が

8） 佐々木（2005），449-450で示されている検見のモデルでは，余剰が全て税額として指定されてい
る。
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少なくても交点まで世帯数が増加することはない。それは消費に余剰が用いられ，世帯数が

増加しないからである。世帯数が増加しないので余剰は持続的に得られることになる。

　どのような場合でも，Tが SVの上方にあって一度も交わらない場合，世帯は減少していき

農村は消滅してしまう。このような，佐々木潤之介が「不法」として描いたような搾取に対

しては，上位権力が介入し農村の消滅を防ぐこともありうる（佐々木（2005），194-217）。

5.　税のインパクトと課税戦略

　図 6を参考に，税の負担がどのように農民の生活水準に影響するか考えてみたい。余剰が

主に土地分与に用いられる農村の場合，農村が存続しうる税率が設定されている限り，税の

影響は中立的である。SV－T＝ 0の，世帯出現・消失が均衡している状況の生活を標準とし

た場合，SV－T＜ 0となるような税率は平均所得を最低所得より低いものにするので短期的

に生活水準を標準以下に押し下げるが，長期的には世帯数減によって生活水準は標準レベル

になる。SV－T＞ 0となるような税率は土地分与の回数を増加させ，土地分与によって得ら

れる効用を一時的にもたらすが，長期的には世帯数増加により余剰が消失し，生活水準は標

準レベルとなる。図 6を用いて説明すると，特定の世帯規模において Tが SVの上にある場

合，Tと SVの交点まで世帯数が減少する。Tが SVの下にある場合，Tと SVの交点まで世帯

数が増加する。

　このような農村では，どのような課税がなされるだろうか。領主の効用が自らの生活の維

持，所領支配の安定により生じると仮定すると，合理的な領主が選択しうる課税の戦略はた

だ 1つである。徴税のコストを省いて考えた場合，SVの頂点を Tが通るような税率を領主は

選ぶ（SVを微分し，導関数 SV́＝ 0となる世帯数を求め，その世帯数を SV－T＝ 0の方程式

に代入すれば当該税率が得られる）。農村が生み出しうる最大の余剰を税として徴収すること

で，領主は最大の家臣団を養うことができ，最大の家臣団の軍事力により所領支配は最も安

定する。領主にとって最良の税率（以下「最適税率」）が設定された場合，世帯数はさきに述

べたようなメカニズムで Tと SVが交わるレベルで均衡する。最適税率において領主の効用

が最大で，農民の効用は長期的には税率の影響を受けないので，最適税率はパレート最適で

あると言えるだろう。このような状況下で農民の生活に関して領主が選択しうるのは，農業

生産の良しあしに応じて発生する食料不足にどれくらい備えるか，という点に限られてくる。

余剰が主に土地分与に用いられる農村では，備荒・救荒政策が領主の徳を表し，税率は余剰

の最大時に総生産の何パーセントを余剰が占めるかを表すにすぎない。四公六民であれば徳

政，五公五民であればやや苛政，といったことにはならない。

　余剰が主に消費に用いられる農村の場合，事情は異なる。SV－T＜ 0となるような税率は
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やはり世帯を SV－T＝ 0となるまで減少させるが，SV－T＞ 0となる税率は世帯数をそれほど

増加させず，農民の生活レベルを押し上げる。税率は農民の生活レベルを決定するファクター

であり，その影響は中立的ではない。

　このような農村に対しては，余剰をできるだけ多く徴収するような単純な課税戦略を用い

ることはできない。平均的な余剰がゼロになるような税率を設定すると農民が不満を抱くば

かりでなく，顕示的な消費を行って赤字経営に陥るものも出てくる可能性がある9）。世帯数

の減少を防ぐために，ある程度の余剰を農民の手元に残すような税率を設定した方がよいが，

あまり税率を低くしては領主が赤字になる。消費が広く行われている時代・地域の領主は，

世帯規模の維持，農民の厚生，財政といったことを勘案して税率を設定しなければならなかっ

た。そして領主が多様な課税戦略をとりうるこのような状況においてこそ，税率に対する抗

議は意味を持ったであろう。

6.　史 実 の 解 釈

　これまでの検討により，多彩な消費が可能な状況では税率が農村の生活水準を変化させる

こと，多彩な消費が可能でない状況では税率が生活水準にあまり影響を与えないことが分かっ

た。理論的な考察によって得られたこの知見は，歴史上の事実とどれほど合致するであろう

か。本論考は細かいデータを用いて実証を行うものではなく，理論的な考察を目的としてい

るが，ここで少し実際の歴史に目を向け，本論考の理論の妥当性について考えてみたい。

　税率が変化し，生活水準がどのようになったか，実際のデータを用いることができれば理

想的だが，そのようなデータはなかなか入手が困難なので，なんらかの事情により余剰が生

じた状況に着目したい。そのような状況は，実質的には税率が下がった状況と同じなので，

そこで生活水準が変化したかどうかを調べれば，本論考の理論の妥当性を検証できるだろう。

①市場が多様な財を供給していない場合

　日本の近世前期は，人口増加によって特徴付けられている。爆発的な増加であったかどう

かについては議論があるが，人口が順調に増加したことは確認されている。新田開発に伴う

人口増加という側面もあるが，人口増加は新田開発を上回る勢いで起きたので（鬼頭

（2007），78-79），一定規模の農村で土地分与による世帯数増，世帯当たりの耕地面積縮小が

起きていたことは明らかである。このような動きは余剰の存在を示唆し，また同時に余剰を

消費のために確保しようとする動きがなかったことを示している。市場経済が農村に多様な

9） 近世後期の日本では，米・麦といった穀物の摂取と，「造用」という名のもとに分類される個人消
費を行い，一定の生活水準を保とうとしたことにより農家が赤字に陥っていたことが指摘されてい
る。木下（2017），150。
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財を供給していなかったので，余剰を土地分与で消失させることにためらいはなかったので

あろう。詳しいデータを分析しているわけではないのでもちろん断言はできないが，近世前

期の日本では余剰が生活水準を大きく上昇させることはなかったのではないだろうか。

　イギリス中世の盛期から後期の入り口にかけても，人口増が見られる。1086年に約130万

人であったイングランドの人口は1346年には380万人となっている（堀越（1997），48）。こ

の人口増加は，ヨーロッパ規模で見られた農業の進歩（鉄製農具，三圃制の普及）の結果で

ある。イギリスの農村にとって，中世盛期から後期入り口にかけての時期は，豊富な余剰に

恵まれた時期だったはずだが，余剰という点では同様の15世紀とは違いイギリス農村の「黄

金時代」と呼ばれることはない。余剰は人口増に用いられてしまい，生活水準の上昇にはつ

ながらなかった可能性がある。

　以上に見た日本，イギリスの例は，いずれも市場が多彩な財を提供していないケースであ

る。では多彩な消費が可能な場合には，どのようなことが起きるのだろうか。

②市場が多様な財を供給している場合

　近世後期の日本では，人口があまり増加しなくなった。このような人口の停滞は，しかし

ながら余剰が消失したことを意味するわけではない。近年の諸研究が示すように，余剰はあっ

たのだが「生活水準の「向上」のために」（西川（1985），71）子供の数が制限されたのであ

る。当時の，困窮を訴える農村で，農民の暮らしの負担になっていたのが彼ら自身の「旺盛

な消費欲」であったことを指摘する実証研究もある（木下（2017），150）。かなり活発な消

費が近世後期の日本では行われていたようである。近世後期の日本では市場が多様な財を提

供するようになっていたので，消費を優先して世帯数増加を抑制した，と見ることができそ

うである。

　イギリスに目を向けると，中世後期，とりわけ15世紀に人口停滞が見られる。この時期

は，ペストによって急激に人口が減少した後の時期であり，生き残った農民は土地をたくさ

ん獲得していた（リグリィ（1982），87）。それゆえ当然農民は豊富な余剰を手にしていたは

ずだが，人口は増加しなかった。では余剰は何に用いられていたのだろうか。15世紀はイギ

リス農村の「黄金時代」とよばれるが（キャメロン・ニール（2013），102），それは多彩な

財の消費によって生活水準が上昇したからであろう。中世後期のイギリスでは，衣食住の消

費において選択肢が増加したが，教育や宗教活動においても選択肢は増え（グリフィス

（2009），99），さらには「一般人が利用するための弓の練習場とか木球転がしの芝地」といっ

たレジャー施設も多く作られた（グリフィス（2009），94）。多彩な財やサービスの消費が農

村でも行われるようになり，消費を優先した結果，世帯数増加が抑えられたと見ていいので

はないだろうか。

　以上，日本とイギリスの例について見たが，多彩な消費が可能な場合，余剰が主に消費に
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用いられ世帯数増加が抑制される，という傾向は共通して見られるように思われる10）。ただ

ここでは史料を概観しただけで，細かいデータの分析を行っていないので確かなことは言え

ない。いずれ実証的な研究により，本論考の理論の妥当性が検証されることを期待したい。

7.　結　　　　　び

　本論考では，前近代農村の生活水準に，税率がどのような影響を与えたか，という問題に

ついて検討を行った。市場経済が発達し，多彩な消費が可能な場合，税率の低下による余剰

の増加は，生活水準を高める。一方，多彩な消費が可能でない場合，税率低下による余剰の

増加は，土地分与の増加という形で追加的な効用をもたらすが，土地分与により余剰が消滅

し，長期的には生活水準は税率低下以前の水準にとどまる。これはつまり，多彩な消費が可

能でない状況では，税率がどうであろうと質素な生活が営まれるということである。前近代

の農村で質素な生活が営まれているケースに出会った場合，市場のあり方がそのような生活

をもたらしているのか，あるいは高い税率がそのような生活をもたらしているのか，よく考

える必要がある。生活水準の低さをすべて安易に税率のせいにする態度をもって歴史研究に

臨んでは，農村の政治的な動き，農民の流動性といったことを深く理解することはできない

だろう。

　本論考は，養子や世帯に同居する親族以外のものには触れていない。また，財の消費から

生じる効用のみを扱っており，余剰がもたらす余暇の効用といったことを考慮に入れていな

い。このような制限から，本論考の議論は経済史における大まかな傾向を示すものにとどま

る。ただそうではあっても，マルサス的な考え方を前近代の農村に当てはめる際に，土地分

与に注目すべきであることを示した点には大きな意義があるだろう。本論考の理論的な考察

が，諸学の深化に資すれば幸いである。

10） 世帯数増加に用いられず農民が手元に置いていた余剰が，工業化のための資本蓄積につながった
という学説があるが，紙数の関係上この学説に関しては別の機会に論じることにしたい。
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